
　　　　　　　　　　　　　　　　県営都市公園指定管理者募集に係る質問・回答(県営５公園共通)

令和７年９月17日(水)

区分 質問内容 質問への回答

1 印鑑証明書は、全て写しのみでも良いか。 ・１部、原本を提出し、残り19部は写しとしてください。

2 納税証明書は、法人市民税分の提出も必要か。
・要件は、公募要項記載のとおりであるため、不要です。
（法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税に係る納税証明書を要す
る。）

3 申請書類のグループ構成員を記載した書類について、様式の指定はあるか。 ・任意様式となります。

4

「申請する法人等に関する書類」のうち下記2種の書類について、当社は昨年10月に新設
した法人であり、第1期の決算もこれからでして、決算書類および納税証明書の用意が叶
いません。

・貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの（直近３年分）
・納税証明書 （①ウに掲げる税目に係るもの。 法人都道府県民税及び法人事業税につ
いては、主たる事務所のある都道府県及び静岡県(静岡県内に事業所等のある場合)のも
の。直近３年分。 ）

この場合、どのような対応をすればよろしいでしょうか。
代替書類として、何か策がございましたらアドバイスいただけますと幸いです。
※ちなみに、今回はグループでの提案を予定しており、代表企業となるパートナー企業
については問題なく上記書類は揃えることが可能です。

新設法人で決算書及び納税証明書が提出できない場合は、以下の代替書類の提出をお願いい
たします。

・貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの
新設された法人については、開業から現在までの運営状況を示す書類（例：試算表、経営計
画書など）
・納税証明書
新設法人の場合、過去の納税証明書を提出することができないため、今後の納税計画などを
確認できる書類（例：登記簿謄本や法人設立届出書）
なお、上記書類については事例として上げさせていただいたものでありますので、貴社にお
いて、選定委員会が指定管理者にふさわしい事業者を選定するために必要な情報として、経
営実績や事業者の公正性等を確認するために、適当な資料を御検討いただきますようお願い
いたします。

5
別自治体からの指定管理業務を受注している場合、申請書類(９)「公園施設又はこれに
類する施設の管理に関する業務実績を記載した書類」について、当該自治体との契約
書・協定書等を提出する必要はあるか。

・別自治体からの指定管理業務の実績については、実績として申請書類(９)の項目に該当し
  ますので、申請書類にて、報告ください。
・また、報告の際の様式は、任意様式になります。契約書・協定書のような実績を証明す
　る書類である必要はなく、複数ある場合は、施設名、所在地、業務期間、業務内容等
　を記載した一覧表等をご提出いただければ結構です。

6
・申請書類の様式第５号(グループ協定書)及び、様式第６号(委任状)に押印する印鑑に
ついて、会社印、代表者印等の指定はあるか。

・様式第６号(委任状)については、別途提出する印鑑証明書と照合できる印鑑としてくださ
い。様式５号(グループ協定書)については、指定はありません。

7 （県からの説明）吉田公園の喫茶室等の使用料について
吉田公園内の喫茶室を有料自主事業として運営する場合、県へ納入する使用料は年額88,560
円（42㎡×180円×12ヶ月）となります。また自由工房で有料自主事業を実施する場合、使用
料は年額120,960円（56㎡×180円×12ヶ月）となります。


